
【方針１】 「貢献」と「自立」の経済構造への転換

１ 次世代産業創出プロジェクト
～技術集積と起業家精神を基礎とした次世代産業の創出～

長野県の誇る高度な技術の集積、信州人の持つ起業家精神を基礎に、健康長寿や自
然環境など地域の強みや資源を活かし、成長が見込まれる分野への積極的な展開や
創業しやすい環境づくりなどを推進することにより、次世代の長野県経済を担う産
業の創出をめざします。

アクション１ 成長期待分野への展開支援
大学等研究機関や企業等との連携を強化し、国内外の需要を
取り込むことなどにより、県内産業の成長期待分野（健康・
医療、環境・エネルギー、サービス産業など）への展開を支
援します。

アクション２ 戦略的企業誘致と創業促進
次世代を担う産業集積を進めるため、戦略的な企業誘致や
「日本一創業しやすい環境づくり」に取り組みます。

アクション３ 産業人材の育成・確保強化
県外から次世代産業の中心となる人材を招くとともに、職業
能力開発の体制を整備することにより、産業人材づくりを進
めます。
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【取組のポイント】

○経済変動に強い産業構造への転換

○産学官連携のもとに県内産業の技術革新や新分野への展開を促進

○県の強みを活かした県内産業の国際競争力の強化

○「アジアの航空機システム拠点」

形成
・人材育成、研究開発、実証試験までの一貫体制構築
・航空機産業参入企業100社の集積（H32目標）

○健康・福祉分野の地域社会ニーズを
解決する新商品開発

・新製品開発支援件数35件（H26.4～H29.3）

○長野県の強みを活かした高付加価値

食品の創出

・創出件数152件（H27.4～H29.3）

現 状 と 課 題

主 な 取 組 成 果

ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ後
の水準

製造業付加価値額の推移

（出典：工業統計調査結果報告書）

県内経済をけん引する製造業
(県外からの収入の約８割を占める)

製造業の付加価値額が低迷
（リーマンショック後の落ち込みと同水準）

県外からの収入の
構成割合

製造業
77％

商業
6.8％

ｻｰﾋﾞｽ業
5.3％

農林水産業
3.1％

（出典：平成23年長野県産業連関表）

○「長野県航空機産業振興ビジョン」
を策定（H28.5)し、航空機産業への
参入を支援

○長野県テクノ財団にメディカル分野

の専任ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配置し、メディ

カル機器開発を支援(H28.8～）

○「しあわせ信州食品開発センター」
（H27.4設置）による新食品開発支援



（取組に関連する写真、画像、図 等）
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【取組のポイント】

○立地環境（交通網等）や子育て環境などの強みを活かした企業誘致

○日本一創業しやすい県づくり

HIOKIイノベーションセンター

3
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4

4.5
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5.5

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

○企業誘致の促進

企業誘致 実績177件 (H25～H28年累計)

目標200件 (H25～H29年累計)

企業の研究所立地件数 全国５位
（H19～H28年累計）

○開業率全国水準へ！
雇用保険適用事業者開業率実績 3.97%(H27)

目標 4.81%(H30)

現 状 と 課 題

主 な 取 組 成 果

工場立地件数はリーマン
ショック前の水準にまで
回復していない

開業率は続伸しているが
全国39位と低迷

（％）

長野県 3.97%

開業率の推移

（出典：雇用保険事業年報）

○全国トップレベルの減税制度等の
実施により本社・研究所等の企業
誘致を推進
県税(不動産取得税等) 95％減税 【減税率日本一】

○創業のためのワンストップ相談窓口
の運営(H24.4～）

○コワーキングスペース等を活用した
創業支援モデル事業の実施(H27.4～）

○創業支援の融資等による支援・優遇
全国一自己負担額が少ない金利設定(H27.4～）

新設法人に対して法人事業税の減免措置(H25.4～） 信州ベンチャーサミット2017

4年連続上昇中！

全国平均 5.18%

過去最高！

工場立地件数・立地面積の推移

ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ前
の水準

（出典：工場立地動向調査）

件数

面積
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【取組のポイント】

○県内産業に必要な人材の育成・確保

○職業能力開発の体制整備

○県外から次世代産業の中心となる人材の誘致

～産業人材づくりを推進～

長野県南信工科短期大学校（H28.４月開校）

○高度な技能・技術を持った人材を
継続的に輩出する体制の充実

○信州ものづくりマイスター等による
キャリア教育実施

小・中学校、高等学校等で

86講座 1,659人受講（H28年度）

○企業と県内外の人材マッチング

成約件数40件（H29.3時点)

現 状 と 課 題

主 な 取 組 成 果

20年間で
△16.5％

長野県の生産年齢人口の推移

（出典：国勢調査)

○南信工科短期大学校の設置（H28.4）

工科短期大学校２校、技術専門学校６校により
県内産業界が求める高度な人材を育成

○次世代のものづくり産業を支える
若者を育成する「信州ものづくり
未来塾」の開催(H28.4～）

○「ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙ人材戦略拠点」による
専門人材の誘致（H27.11～）

県内産業が求める人材が不足

多様なニーズに対応できる
高度な人材の育成・確保が必要

1,187

1,422



一人当たりの
県民所得

（全国順位）

※実績値上段は県民所得
の算出基礎となる県民
経済計算の遡及改定後
の値により算出した値、
下段（）は計画策定時
の値

年度 単位 基準値 H25 H26 H27 H28 目標(H29)

目安値

位

18 16 14 12 10位以内

実績値 25
（13）

26 23 ー ー

進捗区分 C C
実績値
なし

実績値
なし

【参考】H26年度：2,821千円（23位）、10位県(群馬県3,092千円)との差：271千円、国民所得
(2,868千円)との差：47千円

【関連データ】一人当たり家計可処分所得

年度 H22 H23 H24 H25 H26

長野県
（順位）

2,355
（11位）

2,361
（10位）

2,393
（10位）

2,433
（10位）

2,480
（8位）

国 2,244 2,254 2,244 2,255 2,275

県民経済計算、国民経済計算を基に県企画振興部作成

（進捗状況の分析）
公表されている最新の統計によると、H26年度の数値は2,821千円
で全国23位となっており、10位県や国民所得との差は縮小傾向に
あります。
また、一人当たり家計可処分所得（いわゆる家計の手取り収入）
は５年連続増加しており、全国8位となっています。
更なる県民所得の向上を図る上では、本県において就業者が多い
製造業、サービス業の付加価値・生産性の向上を図ることが必要
となっています。

（今後の取組）
・県内産業の強みを活かした成長期待分野（航空機、
健康・医療等）への展開支援等による付加価値向上

・所得向上に向けた経営改善指導等の推進
・ＩＴ、ヘルスケア、スモールビジネスを重点軸とした
サービス産業振興

・地域の中核となる企業、研究機関や本社機能の誘致、
創業機運の醸成と創業希望者に対するサポートの強化

・産業界の求める高度な知識等を有する人材の育成、
確保を強化

達成目標の進捗状況
（総括マネージャー 産業労働部長）

進捗区分 ●「A」：目安値以上 ●「B」：80％以上100％未満の進捗
●「C」：80％未満の進捗 ●実績値なし：今年度実績値が把握できない
・進捗割合＝(実績値－基準値）/(目安値－基準値） ・目安値：各年の目標値
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創業支援資金
利用件数
（累計）

※この指標は進捗状況が良
好で、当初設定したH29目
標の達成が確実なため、目
標値の見直しを行いました。
（上段：変更後、下段：変
更前）

年度 単位 基準値 H25 H26 H27 H28
目標

(H29)

目安値

件

480 960
2,160
(1,440)

2,880
(1,920)

3,600
(2,400)

実績値 376 657 1,398 2,294 3,397

進捗区分 A A A A

（進捗状況の分析）
県中小企業融資制度「創業支援資金」について、H24年度に貸付条件を
緩和し、新規開業予定者は、原則、借入希望額と同額の自己資金要件を
撤廃しています（1,000万円まで）。また、H26年度（年1.8％→年
1.6％）、H27年度（年1.3％）と貸付利率の見直しを行い、H28年度に
は「地方創生推進資金（創業支援向け融資）」を新設しさらに引き下げ
（年1.1％）ています。こうした施策が寄与し実績は順調に推移していま
す。

（今後の取組）
・金融機関、ながの創業サポートオフィス等、関係
機関の窓口で資金に関する利用方法を周知し、
利用の円滑化を促進
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企業誘致件数
（累計）

年 単位 基準値 H25 H26 H27 H28 目標(H29)

目安値
件

40 80 120 160 200

実績値 34 45 115 141 177

進捗区分 A A A A

【関連データ】上記実績値の内訳

（単位：件） H25 H26 H27 H28 累計

工場立地件数 45 70 26 36 177

(太陽光発電所等を除く) （17） （30） （26） （36） （109）

<工場立地動向調査>
工場、研究所を建設する目的で、1,000㎡以上の用地取得（借地含む）を行った製造業等（製造業、電
気業、ガス業、熱供給業）の事業者を対象に、経済産業省が工場立地法に基づき年２回調査・公表。
平成27年に調査方法の見直しが行われ、太陽光発電事業が調査対象外となりました。

（進捗状況の分析）
太陽光発電事業を含まない立地件数の推移は、Ｈ27年は26件
(全国14位)、H28年は36件(同9位）であり、順調に推移して
います。
また、上記実績の内、研究所の誘致実績は、H25、H26及び
H28に各1件です。

（今後の取組）
・引き続き、成長期待分野等を重点とした企業誘致活動を推進
するとともに、本社等の誘致に取り組むなど、ターゲットを
絞った誘致活動により産業集積を推進

・市町村、金融機関、研究開発や人材育成等を行う大学等の
関係機関との連携により企業誘致活動を促進
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